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精神障害者の社会復帰決定要因の研究

Thedetermingfactorofpsychiatricrehabilitation

-院内プログラムと障害者のデモグラフィック特性の影響一

一Theeffectofinpatientrehabilitationprogramsandpsychiatrically

disabledpersondemographicchacteristics-
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ｒehabilitationprogramcouldbeevaluated，isreviewed

Secondly,usingthisways,whatspecifictypesofinpatientrehabilitationprograms(①work

therapy②non-traditionalgroup③behaviormilieutherapyprogram）contributesignificantly

towardtｈｅｓｕｃｃｅｓｓｏｒｆａｉｌｕｒｅｏｆａｔｔｅｍｐｔｓｔｏrehabilitatetllepsychiatricallvdisabledperson

areexamine。、Similarly，therelationshipbetweentheirvariousdemographiccharacteristics

andrehabilitationoutcomeisinvestigated、

TheconclusionthatevolvedoLltofｔｈｉｓｓｔｕ(1ｙｉｓｆｏＩ１ｏｗ、

ThedetermingfactorinrehabilitaｔｉｏＩ１ｏｕｔｃｏｍｅｉｓｔｈｅＩ)resenceorabsenceofadisabled

person'sskillbehaviorsrequiredbyparticularenviroments.（e､9.,anon-shelteredjobsite，a

communitylivingsetting）

るかを検討する際において,以下の２つの疑問が生じた。

すなわち，①社会復帰の程度をどう査定すべきか？②

提供されたプログラムの社会復帰への効果の有無を，何

を｣,〔単に判定すぺきか？’である。この２つの疑問に応

えるべく，著者らは，米国の先行研究を検討し，考察し

た。（米国では，1960年代から，精神障害者社会復帰プ

ログラムの効果研究を組織的に研究してきたからであ

る)。

しかし，精神障害者の社会復帰プログラムと－口で言

っても，院内プログラム，外来プログラム，中間施設で

行なわれるプログラムなど様々である。本研究では，入

院患者が受ける院内プログラムが，社会復帰に影響があ

るかを検討する。

院内プログラムを選択した理由は２つある。まず第一

に，院内プログラムは，入院患者が（初入院の患者に限

るが）最初に受けるプログラムであり，他のプログラム

の影響を受けないからである。第二に，退院後に提供さ

１．序

1987年から1988年にかけて，精神保健法の成立（本稿

執筆中９月10日衆議院通過)，精神障害者社会復帰施設

の新設（厚生省，１９８７．８．１１)，精神障害者小規模作業

所の急増など，我が国の精神障害者処遇，特に社会復帰

に関しての－大変革の年となりそうである。

しかし，様々な社会復帰の施設の増設あるいは新設を

手ぱなしに喜べるだろうか？重要なのは，施設そのもの

よりむしろ施設で提供されるプログラムではないだろう

か？この様な疑問は，著者たちが東京都鮒神障{し｛者共同

作業所連絡会に関わってから増す一方だった。提供され

るプログラムが各作業所まちまちであり，そのプログラ

ムが何を目標としているか不明である，という実感から，

社会復帰施設で提供されるプログラムの評価の必要性を

感じるようになった。

プログラムが，障害者の社会復帰に影響を及ぼしてい
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として，社会復帰の基準に採用されたのである。過去４

半世紀にわたって提出された多くの精神障害者社会復帰

研究で，この２つの変数の値が報告されたことも採用さ

れた理由としてあげられる。

また，この２つの変数の他，過去の多くの研究で提出

された「退院率｣,｢病院内適応」などの変数は,コミュニ

ティ内での円滑な機能に，「常習性」や「退院後の就労」

よりも関係しているとは思えないとして，採用されなか

った。（Ａｎｔｈｏｎｙｅｔａ1.,1972）

ところで，「常習性」と「退院後の就労」という２つ

の雄準が，もし，なんらかの関係があったなら，２つを

別々の基準として使用する必要がなくなる。過去の研究

においては，「退院後の就労」と，再入院せずコミュニ

ティに留まることとの間に相関がなく，また，退院後に

少なくとも１回は再入院したことのある人としなかった

人との間では，「退院後の就労」に，全く差が見出せな

かった。（Ａｒｔｈｕｒｅｔａ1.,1968；Freeｍａｎ＆Simmons，

1963；Wessler＆Iven,1970）

これらの研究報告から，「常習性」と「退院後の就労」

は，独立の基準であることを保証していると思われる。

上記したように，「常習性」は，精神障害者がコミュニ

ティに留まるかどうか(病院からの自立)を示し，「退院

後の就労」は，障害者が生活するための糧を得ること

(社会的，経済的自立）を示す。この様な意味で，２つ

の埜準は，異なった社会復帰の次元を示しているといえ

よう。

３．基準率
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れるプログラムの効果は，院内プログラムの影響を受け

る可能性があるからである。つまり，退院後に提供され

るプログラム自体の効果を査定するうえでも，院内プロ

グラムの影響の検討が必要なのである。

ところで，プログラムの効果とは別に，社会復帰に影

響を与える条件として，障害者のデモグラフィック特性

があげられる。本研究では，院内プログラムが与える影

響と共に，障害者のデモグラフィック特性の影響を検討

する。

２．社会復帰の２つの基準変数

米国においては，精神障害者の様々な治療プログラ

ム，社会復帰プログラムの効果研究が1960年代から蚊近

にいたるまで，数多くなされてきた。米国においても，

社会復帰プログラムを評価することの困難さは，社会復

帰の基準変数が，非常に多く存在することにあった。そ

のためAnthonyら（1972)は，精神障害者の社会復帰

研究の分野において，社会復帰の一致した基準を見出そ

うと試承た。すなわち，1960年代の社会復帰プログラム

の社会復帰の結果の研究をレビューし，それら多くの論

文の中から，社会復帰の基準として，２つの基準を導き

出した。１つは，退院した精神障害者が，追跡調査の期

間内に再入院する割合であり，これを「常習性(Rccidi‐

vism)」と名づけた。もう１つの変数は，退院した縮#１１１

障害者が，追跡調査の期間に，保護的でない職場（つま

り，保護工場などではなく，一般の有給の職場）で就労

している人々の割合，一般的には追跡調査の期間内にフ

ルタイムで就労している人々の割合で，これを「退院後

の就労(Post-hospitalemployment）と名付けた。

これら２つの基準変数が社会復帰の基準として妥当で

ある理由は，1950年代から現在までに，精神障害者の社

会復帰研究において提出された「社会復帰」の定義が，

「障害者自身が，コミュニティで機能するための能力に

支障となる障害を取り除いたり，あるいは軽減したりす

るためにデザインされた，１つの回復のプロセス」とい

うあたりに,収れんしているからである。（e､9.,Anthony

etal,，１９８２；Caplall，１９６４；Leitner＆Drasgow，１９７２；

Martin，1959：Wright，1950）すなわち，これらの研究

者は，精神障害者をコミュニティに再適応させるプロセ

スとして，社会復帰をとらえたのである。「常習性」は，

患者が再入院しないで地域に留まっていられるか，再入

院してしまうかを示し，「退院後の就労」は，地域で生

活するために必要な収入を得ているか否かを示す。つま

り，コミュニティ内で円滑に機能するための重要な要素

社会復帰プログラム自体の効果を評価するためには，

投薬治療や個人あるいは集団の心理療法というような，

伝統的な病院内治療しか受けていない精神病と診断され

た障害者の社会復帰の割合と，社会復帰プログラムを受

けた精神病と診断された障害者の，社会復帰の割合を，

比較する必要がある。

Anthonyら（1972）は，「社会復帰の処遇それ自体の

効果を把握するためには，伝統的な院内処遇による『常

習性』と『退院後の就労』への効果が，基準として確立

されなければならない」と述ぺている。このために，基

準率（Base-Rate）とAnthonyら（1972）が名付けた，

伝統的な病院内治療しか受けてない，精神病と診断され

た障害者の「常習性」と「退院後の就労」の割合を，過

去の研究から調査し，まとめる必要が出てくる。

第１に，「常習性」の基準率として，表１（Anthony

eta1.,1978；ｐ、366-368）が提出される。基準率は，退
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表１．退院後の期間別常習性（Ａｎｔｈｏｎｙｅｔａ1.,1978；ｐ､366～367）
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常習性（％） 研究論文

３ケ月 １１０１ EllsworthetaL（1971）

1５orlinsky＆Ｄ，Elia（1964）

1６

１１～2２

Johnston＆Mcneal（1965）

Moos,Shelton＆Petty（1973）

６ケ月

川旺【ｒｎＵｑＪｎｄＦＤ〈Ｕｄ１ワ』、。、。ｎｏｎｏ４坐
Angristetal.（1961）

Johnston＆Mcneal（1965）

Orlinsky＆Ｄ'Ｅｌｉａ（1694）

Friedman,VonMering,＆Hinko（1966）

Miller＆Willer（1976）

Morgan（1966）

Fairweatheretal.（1960）

９ケ月

６～13ケ月

７～10ケ月 ９３９２３３
Lorei（1964）

Franklin,Kittredge,＆Thrasher（1975）

Cumming＆Markson（1975）

３年

６４５５６６,LLE
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表2．退院後の期間別就労率
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退院後の期間｜就労率（％） 研究 文

△
８
姜
剛

傭 考

Fairweather（1964）

Walker＆McCourt（1965）

Walker＆McCourt（1965）

Olshansky（1968）

６ケ月 ６ケ月中数回就労

６ケ月中数回就労

フルタイムで就労

６ケ月中１ケ月以上就労

８
７
３
３

３
４
２
３

1年 Freeｍａｎ＆Ｓｉｍｍｏｎｓ（1963）

Hall，Smith，＆Shimkunas（1966）

Lorei（1967）

Anthonyetal.（1978）

Wolkon,Karmen,＆Tanaka（1971）

Walker,Williams,＆Kelley（1966）

フルタイムで就労

フルタイムで就労

フルタイムで就労

フルタイムで就労

仕事で収入を得ているもの

①サンプル；初めての入院者に
限定

②保護的でない一般の職場

配偶者や家族のために家事に従
事

０
８
４
２
８

２
２
２
１
１奔
年
｛
３

１

2５

Ｌａｍｂ＆Goertzel（1972）５年 1５

表3．基準率（表１・表２に基づいた）院後の追跡調査期間によって変化し，プログラムの効果

を比較する際においても，調査期間が同じことが重要で

ある。「常習性」は，追跡期間が長くなればなるほど，

増加していく。Anthonyら（1972）は，「母集団，地域

差，制度の相違があるにもかかわらず，『常習性』のデ

ータは非常に一致している」と述べ，この「常習Ｉ性」の

基準率が信頼できるものであることを示唆している。

第２に，先行研究から見出された「退院後の就労」の

基準率を，著者が表２にまとめてみた。「退院後の就労」

の基準率を報告した研究は，「常習性」の基準率を報告

した研究に比ぺて少ない。しかし，「退院後の就労」の

基準率も，大体一致しているように思われる。「退院後

の就労」の基準率は，退院後の追跡調査期間が長くなれ

ばなるほど低下している。「退院後の就労」は，原則と

してフルタイムの就労とされたが，研究のFIIには表ＦＩＩの

ように，追跡澗査期間中に数|m就労というものもある。

なお，最近においては，伝統的な病院内治療のみによ

る社会復帰への影響を調査した研究がなく，データが

1960年代から70年代に限られている。

４．院内プログラムの社会復帰への影轡

社会復帰プログラムの効果は，上記したように「常習

性」及び「退院後の就労」の基準率で比ぺられる゜

表３は，表１．２のから基準率をまとめたもので，以

下の社会復帰プログラムの「常習性｣，「退院後の就労」

の値と比較する際の判定基準である。

本研究で扱う社会復帰プログラムは，精神病と診断さ

２院陵の期雁

、～５０
、

L｣、

｢1

h」

れた障害者が入院中に病院内で受ける，いわゆる院内プ

ログラムである。リハビリテーション心理学の分野での

精神障害者の社会復帰研究の中心は，退院後に障害者の

受ける外来プログラム及び中間施設での処遇と環境につ

いての研究である。先行研究においても，退院後の社会

復帰プログラムの効果研究に比べて，院内プログラムの

効果研究は非常に少ない。

また，近年，「常習性」及び「退院後の就労」を基準

変数として，院内プログラムの効果を査定した研究は見

あたらない，その理['1として，近年，米国での院内プロ

グラムに関する研究は，社会的技能訓練（socialskill

training）による段階別の目標達成の評価と，社会的技

能訓練プログラム自体の研究に移行してきているからで

ある。（e､9.,Anthony＆Farkas，1982；schooIer＆

Spo]ｍ，l9821BrownetaL，1983）しかし，院内プログ

ラムの「常習性」及び「退院後の就労」の影響を報告す

る研究は，むしろ退院後の社会復帰プログラムの影響を

研究する上での基礎的研究であり，重要である。

障害者の受けた院内プログラムのタイプは，入院以前

の職歴や教育水準と同様に，障害者のデモグラフィク特

性となる。つまり，院内プログラムの影響は，彼らが退

６ケ月 30～４０ ２０～５０

１年 ３０～５０ １０～3０

退院後の期間 常習性（先） 就労率（％）
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準率と変わらない。このことは，院内作業が「退院後の

就労」に効果がないことを示しているように思われる。

Walker＆McCourt(1965）は，入院中に活発に作業を

行なっていた患者の26％が退院後に就労しており，院内

作業に参加しなかった患者の就労率20％と比ぺて，院内

作業が「退院後の就労」に効果がないことを示唆してい

る。ただ，Holfman（1965）のサンプルを，プログラム

を終了した者の承に限ると，就労率が76％に増大すると

報告されている。

「常習性」に関しては，Barbeeら（1969）の研究しか

報告されていないが，作業プログラムに参加しない患者

のほうが，参加した患者と比ぺて常習性が約半分である

こと，及び，作業プログラムに参加した思者のほうが，

参加しない患者に比べて長期間病院に留まる傾向がある

ことを報告した。このことは，院内作業は，「常習性」

の低下に効果がないことを示唆している。

lii機に，数値は提出しないが，Johlnson＆Ｌｅｅ（1965）

は，作業療法，リハビリテーションカウンセリング，授

産に力点が圏かれるプログラムでも，伝統的院内治療を

受けた患者と比較して，退院してから再入院するまでの

期間及び，家庭の中心者に評価されたコミュニティ適応

にも，違いがないことを報告している。このことは，院

内作業のプログラムが，「常習性」の低城に効果がない

ことを示す証拠と思われる。

(2)非伝統的グループ

非伝統的グループは，従来の集団療法でない，患者の

対人関係の技能を改善することに焦点をあてた，すぺて

のグループアプローチのことを指している。表５は，非

院後に受ける外来プログラム及びi11l1LU施設での処遇の社

会復帰への効果を評価する時，深く関連する''１璽な要因

である。例えば，ある小規模作業所の社会復帰への効果

を評価する際において，プログラムを受けた障害者の

｢常習性｣が基準率よりも低かったとしても，退院前のプ

ログラムの効果を考慮しなかったとしたら，導かれた結

果はかなり疑わしいと思われる。退院後の社会復冊プロ

グラムの効果研究は，６ケ月から１年程度の「職習性」

及び「退院後の就労」の割合をもって，効果のある無し

を判定している。これらの先行研究から導き出された結

果は，退院後のプログラムの効果自体とともに，院内プ

ログラムの影瀞が大きいと思われる。しかし，退院後の

プログラムの社会復帰の効果を評価する際に，院内プロ

グラムの影響を排除したり，なんらかの配忠をした研究

が全く見出せなかった。

以上のことから，院内プログラムの社会復ｌｉｉ１への効果

研究の報告は，ｉ１ｉに院内諸プログラムの効果を先行研究

から報告するに留まらず，退院後の社会復hi)プログラム

の効果研究をする際の，基礎的研究として重要であると

思われる。院内プログラムの分類は,Anthonyら(1972）

に基づき，伝統的な院内治療，院内作業，非伝統的グル

ープ，行動環境プログラムの４つに分類される。しか

し，伝統的院内治療の効果は基蕊率そのものであって，

比較の対象とはならない。

(1)院内作業

表４は，院内プログラムを受けた障害者の退院後の

「常習性」と「退院後の就労」を報告した先行研究をま

とめたものである。「退院後の就労」の値は一致して基

表4．院内作業プログラムを受けた障害者の常習性と退院後の就労率

型院後のI常琶ｉ性1就労蕊

Ｆ
Ｌ

３１①

賃極的に参加したも、

－ル刑キ（院内rF采碩極印に参ＪＯＦ

か）就労率20％

② ｢￣脅笏AJI’しノー`也

澆期間が長１t［

１
１

引中数回雨

※職場はすべて保護工場などの保護的な職場ではなく，一般の職場である。

常習性
(％）

(2)Walker＆McCOurt ６ケ月 2６ ①フルタイムの就労；サンプルは院内作業
に積極的に参ｶﾛしたもの

②コントロール群（院内作業積極的に参加
しなったもの）就労率20％

(3)Ｉｌａｒｂｅｅｅｔａｌ.（1969） ２年 4６ ①プログラムに参加しない患者の常習性23％

②プログラムに参ｶﾛした患者は参加しない
患者よりも入院期間が長期化の傾向あり

(4)Ｗａｌｋｅｒｅｔａｌ．（1969） ６ケ月 3６ ６ケ月中数回就労

研究論文

(1)Hoffman（1965）

|鋪

|(5)Kunce(1970）

後の

６ケ月

６ケ月

雪；蚕IiI:市i三菱三F１，云壼三三Ｊ

3３ ６ケ月中数回就労
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表５．非伝統的グループプログラムを受けた障害者の常習性と退院後の就労率

9８

研究論文｜鵜後の|蒋糊戯擶 備考

①）自主的な問題解決能力をつけるためのグ
ループ

②コントロール群（伝統的グループ療法の
象提供）
常習性46％就労率38％

(1)Fairweather（1964） ６ケ月 3６ 5４

(2)Johnsonetal.（1965）

ＨａｎｓｏｎｅｔａＬ（1966）

①コントロール群（伝統的グループ療法の
象提供）
常習性26％就労率50％

②サンプルの68％が質問紙であること，コ
ントロール群の常習性と就労率が基準率よ
りも高いことから，データに疑問

10ケ月’１６ 6５

(3)Carkhuff（1973） ①サンプル；少年，少女

②８０以上の技能学習プログラム

③コントロールグループ（このプログラ
ムを受けない患者）の常習性46％

就労率は家庭復帰者を合わせているのでデー
タに疑問

１年’３０

(4)Jacobs＆Trick（1974） １年’２１１７４

伝統的プログラムを受けた障害者の「常習性」と「退院

後の就労」の数値を報告している研究をまとめたもので

ある。

「退院後の就労」は，追跡調査期間にかかわらず，一

致して基準率の値よりもかなり高い。ただし，Johnson

ら（1965)，IIansonら（1966）のデータにおいて，コン

トロールグループの「退院後の就労」及び「常習性」

の値がかなり高いこと，サンプルの68％が質問紙調査で

あることから，研究データがかなり疑わしいと思われ

る。Jacobs＆Trick（1974）のデータも，「退院後の就

労」に家庭復帰者を入れているので，データとして信頼

性が低いと思われる。ただし，上記で指摘した問題点を

考え合わせても，基準率の倍以上の値というかなり高い

値であることから，少なくとも，この２つの研究とも，

基準率よりはかなり高い値であることは確かであると思

われるc

「常習性」に関しては，２つの研究で明らかに基準率

よりも低く，Carkhuff（1973）のデータも30％とやや低

く思われる。Johnsonら（1965)，Hansｏｎら（1966）の

データが疑わしさは，「常習性」の場合も同様である。

このように，全体的にやや「常習性」の値は，基準率よ

りも低い傾向にある。

またプ数値は示していないが，Carkhuff（1969)，

Pierce＆Drasgow(1969）らは，対人関係の技能を改

善するためのグループアプローチが，院内での対人関

係行動の改善に効果があると報告している。

(3)行動環境療法プログラム（Behaviormilieuther‐

apyprogram）

行動環境療法プログラム（ＨｅａｐｅｔａＬ,1970）と呼ば

れるこのプログラムは，患者の起きているすべての時間

を治療の終了に向けるために，病院の環境全体を構造化

する試象である。（AnthonyetaL,1972）このプログラ

ムは，代用経済，患者の自治，社会学習，技能訓練，行

動療法，あるいは態度療法，作業訓練，心理療法などを

組み合わせた，包括的なプログラムを患者に提供する。

表６は，行動環境療法プログラムを受けた障害者の

「常習性」の値を報告している２つの研究をまとめたも

のである。行動環境療法プログラムで,「退院後の就労」

の数値を示している研究は見出せなかった。また，２つ

の研究とも，一致して「常習性」の値が基準率よりもか

なり低い。このことから，このプログラムは「常習性」

の低減に効果があると思われる。

環境療法プログラムと直接関係ないが，病棟でのスタ

ッフの組織風土と患者の再入院との関係を研究したもの

に，Ellsworthら（1971）の研究がある。彼らは，スタ

ッフになっている看護婦が，プログラムの計画段階から

参加したり，自分の仕事に対して賞賛を受けていると認

知しているような病棟の，患者の「常習性」は，他の病

棟と比べて低いことを報告している。このことは，プロ

グラムを提供するスタッフのスタッフ組織の風土が，患

者の「常習'住」と深く関連していることを示していると

思われる。
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表6．行動環境療法プログラムを受けた障害者の`,ilf習性と退院後の就労率

9９

'雛後のliIiWil就禰’ 考Ｉ篇研究論文

プログラム：代用経済，患者の自治，態度療
法，行動療法，作業訓練，心理療法

※このプログラムを受けなかった患者の常習
性50％

プログラム；代用経済，環境療法，技能訓練，
身体訓練

(1)Ｈｅａｐｅｔａｌ.（1970） 35ケ月１１４

(2)Becker＆Bayer（1975） ３～５年’１２

※職場はすべて保謎工場などの保護的な職場ではなく，一般の峨場である。

(4)結論

①院内作業のみでは，社会復帰には一致して結びつか

ず，むしろ，Barkerら（1969）の研究では，作業プロ

グラムを受けない患者のほうが，受けた忠者と比べて再

入院率が半分程度であり，しかも入院率も短いことを報

告している。このことは，院内プログラムがコミュニテ

ィ適応を促進するより，むしろ院内の適応を促進し，病

院内環境に依存させる影響があることを示唆している。

院内作業プログラムの「退院後の就労」への効果が，基

準率と比較して，一致して効果がないこと，また，

Walker＆McCourt(1965）の研究により，院内に於け

る作業活動は，院外での保護的でない一般の職場での就

労に結びつかないことから，保護的な環境での作業訓練

は，保護的でない一般の就労に効果がないことを示唆し

ている。

Anthony＆Jansen（1984）は，「退院後の就労」に影

響を与える要因を，先行研究から９つ見出したが，その

１つとして，「ある一定の環境で（例えばコミュニティ

で）機能するための能力によって，別のタイプの環境

(例えば職場）で機能するための能力を予想できない」

と述ぺ，多くの研究を報告している。このことは，病院

内環境で作業能力が向上することがすなわち，病院環境

とは別の環境で就労し，それを継続できることに結び付

かないことを意味すると思われる。

②これに対して，対人関係の技能の改善のためのグルー

プが，「退院後の就労」に効果あることが見出された。

また，再入院率の低減にも効果があるように思える。他

者とうまくやっていけるように機能することが，保護的

でない職場に勤めるための条件であるように思われる。

このことは，Anthony＆Jansen（1981）が先{了研究か

ら見出した，「退院後の就労を予測する際の重要な予測

変数は，他人と仲良くやるための能力，あるいは他人と

社会的に機能するための能力」という知見を支持してい

ると思われる。また，コミュニティに留まるためにも，

他者とつきあうための技能が必要と思われる。

③行動環境プログラムの特徴は，多様なプログラムを提

供することにある。社会復帰の障害となるものは，障害

者によって差異があると思われる。ある人にとっては対

人関係に|剛題があり，またある人にとっては作業能力自

体に問題があるなど，千差万別である。よって，プログ

ラムが多様であることは，プログラムが１つであるより

も，より多くのニーズに応えることができるようにな

る。このため〆包括的なプログラムである行動環境プロ

グラムのほうが，作業の承の院内プログラムより「常習

性」の低減に効果があるのかもしれない。

５．障害者のデモグラフィック特性と社会復帰

との関係

リハビリテーションプログラムの社会復帰への効果を

考える際に，プログラム自体のみが効果の要因として考

えられがちだが，実際は，プログラムを受ける障害者の

特性によって，プログラムの効果はかなり違ってくるよ

うに思われる。例えば，障害者の職歴の有無によって，

社会復帰に必要となるプログラムはかなり違ってくると

思われる。

このように，プログラム自体と陣害者の特性がうまく

噛み合って，初めて社会復帰が促進されるものと思われ

る。

この点から，障害者のデモグラフィック特性と社会復

帰との関係を，先行研究から見出すことは，有意なこと

と思われる。

社会復帰の基準変数は，同様に「総習性」と「退院後

の就労」である。デモグラフィック特性としては，過去

の「入院回数」や「入院期間｣，「精神病的診断のタイ

プ｣，「学歴｣，「職歴の有無｣，「作業能力の水準｣，「性

差｣，「結婚しているか否か｣，「年齢」が挙げられる。

「退院後の就労」については，Anthony＆Jansen

(1984)が，障害者の特性との関係について，５０余りの先
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行研究から見出した知見を報告しているので，これを報

告するに留める。（詳細はAntllony＆Jansen，1984；

を見よ）ただ，彼らが報告してしない特性との関係につ

いての承，著者らが先行研究をまとめ，報告する。

障害者のデモグラフィック特性と社会復帰との関係の

研究が行なわれたのは，1960年代が中心であった。

(1)障害者のデモグラフィック特性と「退院後の就労」

との関係

Anthony＆Jansen(1984）は,障害者の特性を「退院

後の就労」との関係に焦点をあてた50以上の先行研究か

ら，いくつかの重要な発見をした。

①退院後に就労するかどうか予測する際に，Ｗｉｉ１ｌｌ病の

症状のタイプは，あまり関係がない。

②退院後に就労するかどうか予測する際に，精神病的

診断タイプは，あまり関係がない。

③「退院後の就労」を予測する際の，最良のデモグラ

フィック変数は，障害者の過去の職歴である。

'＠退院後に就労するかどうか予測する際の，重要な予

測変数は，他者と仲良くやったり，他者と社会的に機能

するための能力である。

⑤退院後に就労するかどうかを予測する際の，最良の

治療的予測変数は，病院内や中間施設の作業場面で評定

された作業適応技能の評価である。

著者達は，彼らが報告しなかった障害者の特性（過去

の入院回数，入院期間の長さ，学歴，年齢）との関係に

ついて，先行研究が結論づけたことをもとに，関係を分

類し，表７にまとめた。表７から，以下のことが見出さ

れろ。

①入院回数が多い障齊者は，就労しない傾向があるこ

とを，すぺての研究が一致して報告している。

②入院期間，学歴，年齢については，関係が混乱して

いる。ただ，入院期間が長い患者は，就労しない傾向が

ややあるように思われる心（Knowlton＆Samuelson

(1968)は，就労している人と，していない人との間に

は，入院期間に差がないと結論づけたが，就労していな

い人の方が，やや入院回数が多いように思われる）

(2)障害者のデモグラフィック特性と｢常習性｣との関係

表８は，米国の先行研究が結論づけた障害者の特性と

「常習性」との関係を，分類し，まとめたものである。

表８から，以下の５つの知見が得られる。

①入院の回数が多い障害者は，少ない障害者より再入

院しやすい傾向にあることを，先行研究はほぼ一致して

報告している。

②入院期間が長い障害者は，短い障害者よりも再入院

しやすい傾向にあることを，一致して報告している。

③精神病と診断された障害者は，再入院しやすいとい

うことを，一致して報告している。

④学歴，職歴の有無，作業能力の水準，性差は，無関

係であると，一致して報告している。

⑤結婚しているか否か，年齢については，様々な結果

が出ていて，結論づけられない。

この５つの知見のうち，精神病的診断と，「常習性」

との関係は疑わしく思われる。Fairweatherら（1960)，

Fairweather（1964)，Freeｍａｎ＆Ｓｉｍｍｏｎｓ（1963）の

表7．障害者のデモグラフィック特性と退院後の就労との関係

噂害者のラ
ィック特ゼ

就労蕊が増加する傾圧 就労軍が低減する頑に

①ＧＯＳＳ＆Ｐate（１９６

②Ｌｃ

③

④Wilsc

①Olsh2 960)|①濡璃ltonとヮmbljI日｣Ｚ

②Lorei（196

①

②Knowltonti
n968）

③Perkinsと

968）｜①Perkinsと①

②KnowIton6
r1968）

※性差，結婚しているか否かと退院後の就労の関係を調査した先行研究は見出せなかった。
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表8．障害者のデモグラフィッ特性と常習性との関係

1０１

Ｍ１、（1９６､Ｔｅｉ（1９６

④Gregory＆Ⅸ

①

②

③

①Lorel（l9C

rｍｓ（１９６

ＤＩＩ目［lＭＩｄ

④

Dｈｎ（１９６

②ＬｏｒｅｉＵ９Ｃ

③Gregory＆Ｄｃ
ｍ９６８）

①Forsythと境以前lこIWiUH

､ｈ、（196

②Gregory＆Dov
r19681

(DC2D

Dｈｎｍ９Ｇ Ｄｎｓｌ①Forsythと3）結鯲

9６

② ②Lorei（l9C

③Gregory＆Ｄｃ
ｎ９６８）

①Gregory＆ＤＣ
（1967）

｢１

L｣ ② DｈｎＵ９６

③Lorei（196

研究は一致して，発病期間が長い慢性精神病患者や神経

症患者よりも，発病側聞がより短い精神病皿者の方が，

再入院せずにコミュニティに滞在する期間が長いことを

報告している。これら３つの研究から，再入院に影響を

与える要因は，精ｉｌｌ１病診断のタイプよりも，発病期|Ｈ１の

長さであるように思われる。発病期間が長くなると再入

院しやすくなるのは，発病期間が長くなるとそれだけ入

院の回数・期間が噌加するからと思われる。

また,年齢についての研究が,退院後の追跡期間によっ

て，異なった結果を導き出していることがわかった。よ

り年長の障害者の方が再入院しやすいという結論を導き

出した２つの研究は，追跡期間が１～３年と長期間であ

るが，無関係と結論づけた３つの研究の追跡期間は，６

ケ月～１年とより短かった。このことは退院からの期間

が長期化すると，より年長の者が再入院しやすくなるこ

とを示している。年長の者の方がより発病からの期間が

(1)以前入院した回
数がより多い

①Lorei（1967）

②Wessler＆Ｉｖｅｎ（1970）

③ＡｒｔｈｕｒｅｔａＬ（1968）

④Gregory＆ＤＤｗｎｉｅ(1978）

①Lewinsohn（1967）

(2)入院期間がより
長い

①Fairweatheretal.(1960）

②Freeｍａｎ＆Ｓｉｍｍｏｎｓ
(1963）

③Fairweather（1968）

④ＡｒｔｈｕｒｅｔａＬ（1968）

(3)精神病と診断さ
れる

①FairweatheretaL(1960）

②Fairweather＆
Ｓｉｍｍｏｎｓ（1963）

③Freeｍａｎ＆
Ｓｉｍｍｏｎｓ（1963）

④Fairweather（1964）

①Lorei（1967）

②Wessler＆Ｉｖｅｎ（1970）

(4)より高学歴 ①Lewinsohn（1967）

②Lorei（1967）

③Gregory＆Ｄｏｗｎｉｅ
(1968）

(5)入院以前に職歴
あり

①Forsyth＆
Fairweather（1961）

(6)作業能力の水鵡
がより高い

①Lewinsohn（1967）

②Gregory＆Ｄｏｗｎiｓ
(1968）

(7)性差 ①②Miller（1966,67）

(8)結婚している ①Lewinsohn（1967） ①Freeｍａｎ＆Ｓｉｍｍｏｎｓ
(1963）

②Miller（1967）

③Gregory＆Ｄｏｗｎｉｅ
(1968）

①Forsyth＆
Fairweather（1961）

②Lorei（1967）

③Wessler＆Ｉｖｅｎ
(1970）

(9)より年長 ①Gregory＆Ｄｏｗｎｉｅ
(1967）

②Wessler＆Ｉｖｅｎ（1970）

① Freeｍａｎ＆Ｓｉｍｍｏｎｓ

(1963）

②Lewinsohn（1967）

③Lorei（1967）

障害者のデモグラフ
イヅク特性 常習性が増加する傾向 常習性が低減する傾向 常習性に差異なし
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長い可能性が高く,そのために，より入院回数･期間が多

いと推測されるので，再入院しやすいのだと思われる。

以上のことから，「常習性」と関わりの深い障害者の

特性は，以前の入院回数期Ｍ１であり，入院回数・期間が

より多い恩者は，再入院しやすいことが見出された。

(3)結論

①過去に入院回数期間の多い者は，より再入院しやす

いし，就労しない傾向がある。

②職歴のある者は，ない者よりも就労する傾向があ

る。

③作業能力が高い者は，より就労する傾向がある。作

業能力と常習性は，無関係である。

④精神病的診断のタイプは，「常習性｣，「退院後の就

労」とあまり関係がないかもしれない。

以上から,障害者のデモグラフィック特性と「常習性」

．「退院後」の就労との関係に共通する２つの原理が見

出される。

①過去における特定の環境例えば，病院内，職場での

経験及び適応は，将来における同様な環境での適応を予

測出来る。

②過去における特定の環境での経験及び適応は，将来

における別の環境での適応を予測できない。

入院回数・期間がより多い障害者は，病院内環境での

経験が豊富で,院内環境ではうまく機能できるので,退院

しても，再び自分が適応していた病院内環境にもどって

きてしまう。また，入院以前に職歴のある者は，轍歴の

ない者より職場環境に慣れているので，より就労する傾

向があるのだと思われる。また，職歴があっても，作業

能力がより高くても，再入院しにくいとはいえないとい

うことから，再入院の決定要因は，病院内環境への適応

の程度と思われる。つまり，一定の環境（職場）での経

験の豊富さ及び適応は，別の環境（病院内）での適応を

予測できないということがいえると思われる。

結論として，「退院後の就労の決定」要因は，職場環

境での経験と適応であり，「常習住」の決定要因も，病

院内環境での経験と適応であると推測される。

６．総括と考察

(1)本研究は，Anthonyら（1972,78）を中心に米国の

先行研究から，社会復帰の程度を測定するための２つの

基準変数（｢常習性｣，「退院後の就労｣）及び，社会復帰

プログラムが，患者の社会復帰に効果があるか否かを判

定する基準として，「基準率」を報告した。

これらは，我が国において社会復帰プログラムの効果

研究をする際にも，方法的基礎となる重要な概念と思わ

れる。

(2)院内プログラム，障害者のデモグラフィック特性の

社会復帰への影響の検討から，以下にあげる４タイプの

障害者は，退院後に受ける社会復帰プログラムと無関係

に，再入院しにくく，就労しやすい傾向があることが見

出された。①院内で多様なプログラムを受けた障害者。

②対人関係技能の改善に焦点をあてたプログラムを受け

た障害者。③職歴がある，あるいは作業能力の高い障害

者。④入院回数・期間の少ない障害者。（以上,表４～８

及び，第３，４セクションの結論参照）

以上のことから，障害者が退院後に受けるプログラム

の効果を考える時，この４つの特性を障害者が持ってい

るかどうかを検討の上，効果を査定すべきと思われる。

(3)我が国では，精神障害者の社会復帰研究が組織的に

行なわれていない｡米国においては,精神障害者社会復帰

研究の専門雑誌PsychosocialRehabilitationJournal

が刊行され，プログラム効果，処遇理論の承たらず，施

設経営，施設環境，スタッフ教育，家族への援助など幅

.広い研究が，多くの研究者によって，組織的に行なわ

れ，実践に多大な影響を与えている。

我が国において，精神障害者の社会復帰対策の課題の

１つに，多くの研究者がこの分野のさまざまな問題を組

織的に研究することの必要性があげられる。

(4)本研究では，院内プログラム及び，障害者のデモグ

ラフィック特性が社会復帰に影響を与えるかどうかの検

討を，米国の先行研究をもとに行なった。これらの検討

から，得られた結論をまとめると，以下のようになると

思われる。

就労に必要なのは，障害者それぞれが就労を希望する

特定の職場環境で求められる技能を備えることであり，

その結果，その職場環境に適応可能になる。再入院せず

に,コミュニティに留まるのに必要なことも,障害者それ

ぞれの生活環境で求められる技能を備えることである。，

対人関係の技能・作業能力の向上は，職場環境や生活

環境で機能するための重要な要素である。しかし，院内

作業は一致して「退院後の就労」・「常習性」に効果がな

く（表７参照)，中間施設も退所後の就労に効果がないと

多くの研究が報告している。（e・ｇｍＢｅａｒｄｅｔａ1.,1963；

Fairweathereta1.,1969；Vitale＆Steinback,1965）

このことは，特定の環境（例えば職場）に適応するに

は，その環境以外（例えば病院内，中間施設）で，適応

のための技能を訓練して､あまり効果がないことを示し

ていると思われる。
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Anthonyら（1982)は，障害者の現在の技能と,患者が

生活したり，枕労しようとする特定の環境が要求する技

能との隔たりによって，社会復帰が決定づけられること

を示唆している。つまり，特定の環境場面（Anthonyら

は例として，退院した夫が家庭で妻子と暮らすのに必要

な技能をあげている）において必要とされる技能に，現

在の行動技能をいかに近づけていくかによって，社会復

帰は決定づけられるというのである。

この特定の蝋塊場面で必要とされるさまざまな技能

を，段階的に達成目標を定めて，股終的にその環境で必

要とされる技能を獲得しようとするプログラムが，社会

的技能訓練プログラム(SocialskillTrainingprogram）

であり，近年，米国でAnthony及びLiberman（e,g､，

Libermaneta1..1985）を中心に研究され，発展されて

いる。

本研究は，梢神障害者が社会復帰するうえで，社会的

技能訓練が必嬰であることを示唆していると思われる。

我が国において，社会的技能訓練を積極的に導入するこ

とが期待される。

(5)本研究では，米国の先行研究に基づいて，社会復帰

に影響を及ぼす要因を検討したので，見出された結果

が，文化差をこえて我が国にもあてはまるか，疑問であ

る。今後の研究課題として，本研究で導かれた結果が，

我が国でも支持されるかどうか，我が国の先行研究及

び，施設などから提出されているデータと比較すること

が重要と思われる。
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